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１　協議事項
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□ ■ □ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

■ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 多機能型サービス □ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

□ □ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

□ 〇 〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

※必要に応じて〇△が無い部分も記入いただく場合があります。

２　事業実施に係る動機

３　法人の概要

① ％
② ％
③ ％

４　法人の主要取引先

日 〆

日回収％ 日 〆

日回収％ ％

日 〆 日回収

％

意見
下段：所在地

％ ％

上段：取引先
割合 掛取引 回収・支払の条件

割合

法人の理念
様々な「困り感」を抱える子どもたちと、療育を通してその困り感を本人・保護者と共有し、さらに学
校・地域・医療など子どもたちを取り巻く社会資源との連携を図りながら、社会に巣立っていくため
に、本人と保護者が将来的な方向性を見出せるようにする。

設立年月日 2023年9月7日 意見

法人が実施する主
な事業

放課後等デイサービス 割合 100
割合

法人の基本方針
常に一人一人のの子供たちの「困り感」に寄り添い、その子の段階に合わせた最善の療育を提供で
きるよう、グループ全体でサポートしていく。

大幅な事業内容の変更　※△は生産活動を行う事業
事業所の移転
建物の構造・設備の変更

ギフトグループ内において、未就学児から中高生の子どもたちの療育を行う中で、特に放課後等デイサービスにおいて
小学生低学年から高校生までの療育をグループで同時に行うよりも、ある程度年齢の近い児童や療育の内容の近い児
童を一緒に療育するほうが、より子どもたちにとっても質の高い療育を提供できると考えました。
また、その中でも、ギフトグループにおいて、社会に巣立つ前段階にいる中高生の療育の場を必要としています。
個別の療育から集団への療育への移行のニーズや、これから社会に出ていくための準備段階としての様々な療育を提
供していきたいと考えています。
これらの療育を実現するために、中高生の時間帯にあわせた療育の時間や内容を検討し、新規事業所を立ち上げるこ
ととなりました。

意見

賃借・自己所有

現在地
定員の変更 就労継続支援A型

共同生活住居の追加
上記以外

協
議
の
種
類

計画の概要
本計画書に記載が必要な項目

新規事業所の開設 共生型サービス
事業の追加 共生型サービス以外 新築予定

賃借・自己所有

新築予定

事業種別 放課後等デイサービス 事業所名 ウェル ギフト
開設（変更）予

定日
2023年12月1日

担当者名 連絡先 回答 2023年　　　10月　　　5日

作成年月日 2023年9月7日
法人名 株式会社マイペンライ

代表者職名前 代表取締役　田川　彰子

事　業　計　画　書

■当初 □最終
受理 2023年　　　7月　　　31日

関
係
者
へ
の
意
見
聴
取

建築指導課
消防局予防課
開発指導課

福山市障がい福祉サービス等の指
定に係る懇話会
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５　施設の概要【平面図は７のとおり】

■

■

2 階 階 年
㎡ ㎡

2 階 ㎡
人 人 人

階 ㎡
人 人 人

階 ㎡
人 人 人

□ □ □ □ ■

６　付近図

人 同種の事業所数 事業所
利用定員合計 人

当該地域における開設事業のニーズ分析について（新規開設の場合のみ記載）
凡例
〇 …
× …
△ …
□ …

※付近図に，事業所から一次避難先及び二次避難先への避難経路を記載すること。

一次避難先までの距離 ｍ 移動手段

二次避難先までの距離 ｍ 移動手段

付近図掲載せず

同種の事業所
一次避難先
二次避難先

900 自動車・徒歩

500 自動車・徒歩

意見
小学校区 瀬戸 人口 8,326 6 ・近隣に所在する事業所の

従業員や指導訓練室を混
同しないよう留意すること。

60

福山市内においての、西部地区における障害児通所支援事業所の全体的な事業
所数は、その他の中心部、東部、南部、北部地区に比較して少ない傾向にあり、近
隣に居住する児童のニーズが不足している状況です。

事業所

内
容

申請種別 新築 増築 用途変更 移転 その他

既に児童福祉施設として建築している既存の建物を使用する。

内訳 職員 利用者

事
業
の
概
要

収容人員
50

③
種別
手続 使用する階 専有面積

収容人員

内訳 職員 利用者

113

②
種別
手続 使用する階 専有面積

収容人員

14 内訳 職員 4 利用者 10
①

種別 放課後等デイサービス
手続 使用する階 専有面積

意見
所有者 抵当権 あり ・都市計画法第4条第12項

に規定する「開発行為」に該
当しないため，同法第29条
第1項の開発許可は不要。
その他の法令については，
関係部局とそれぞれ協議す
ること。
・今回計画の放課後等デイ
サービスの建築基準法上
の用途は「児童福祉施設
等」に該当するが，従前の
用途から変更がないため，
建築基準法上の手続きは
不要。なお，手続きが不要
な場合であっても，建築士
等に相談し，建築基準法に
適合する計画とすること。
・防火対象物使用開始届出
書を届け出ること。

構造 木造瓦葺２階建
階層

名称 スマイルＷｏｒｄ
所有者 抵当権 あり
用途 児童福祉施設

地上 地下 建築年 平成２８

土
地

所在地 広島県福山市瀬戸町大字地頭分字小立2509番 用途区域 第一種中高層住居専用地域

建
物

建築面積 63 延面積
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７　平面図

※平面図のデータを貼付（貼付が難しい場合は，別添とすること。）
※各部屋・設備の名称及び面積を記載すること。
※敷地内に屋外遊技場等がある場合は，合わせて記載すること。

意見
・利用児童の年齢を考える
と指導訓練室が狭いのでは
ないか。どのように工夫して
支援を行うのか示すこと。

2階平面図

事務

室

面談室
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８　従業員

■
■
■ □
□ ■
□ ■
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □

月給計
日 〆 日 月 月

９　借入金の状況

0 0

１０　必要な資金と調達方法 ※既存施設を使用

１１　事業の見通し 12月 1月 2月

5 6 7 10

※１　月平均利用額（１人当たり）の積算根拠

※２　給付費は，サービス提供月の翌々月に振り込まれるので留意すること（例：４月サービス提供→５月請求→６月振込）
※３　主な受注作業取引先（生産活動を行う場合に記入）

※３　主な事業所内生産品（生産活動を行う場合に記入）

円 × H × 日 × 人 ＝
円 × H × 日 × 人 ＝

※４　諸経費：消耗品，光熱水費，車両管理費，研修費，宣伝広告費，租税公課，社会保険料，レンタル料等

万円

生産品 １時間の生産額 計算式 １月当たりの生産額
万円

□ あり □ なし万円

放課後等デイサービス　平日604単位
　　　　　　　　　　　　　　休日721単位×開所時間減算85/100　　　※１人週１回で積算

上段：受注先
１月当たりの受注額 契約書の有無 回収・支払いの条件

下段：所在地

円
（（（Ｂ－Ｃ）／25）／8）／Ａ

最賃確保状況（Ａ型）
円 円 円

基本報酬（サービス費）＋全ての加算について記載すること

万円 万円
利用者賃金 万円 万円 万円
必要経費 万円 万円

万円

支出　Ｃ 万円 万円 万円 万円

万円 万円
万円 万円 万円 万円

万円 24 万円

生
産
活
動

収入　Ｂ 万円 万円

収支①-② -16 万円 -73 万円 -25

万円 万円
売上高　※３ 万円 万円

支出計② 22 万円 79 万円 79 万円 79 万円
支払元金利息 万円 万円 万円 万円

万円 10 万円 10 万円
万円 1.5 万円

諸経費　※４ 10 万円 10 万円 10 万円
通信費 1.5 万円 1.5 万円 1.5

10 万円

万円

支
出

人件費 万円 57 万円 57 万円 57 万円
旅費・交通費 0.5 万円 0.5 万円 0.5 万円 0.5 万円
賃借料 10 万円 10

収入計 ① 6 万円 6 万円 54 万円

収
入

103

2

48 万円 97 万円
諸収入 6 万円 6 万円 6
給付費　※２ 万円 万円

万円 6 万円

利用者見込 Ａ 人 人 人 人
月平均利用額　※１

2 万円
（１人当たり）

万円 2 万円2 万円

借入金

１月目 ２月目 ３月目 １年後 意見

合計 200 万円 合計 200 万円

設備

その他 30 万円
運転資金 170 万円

0 万円

必要な資金 金額 調達方法 金額 意見

設
備
資
金

土地 0 万円 補助金

0 万円
車両 0 万円

0 万円
建物 0 万円 自己資金 200 万円

万円 万円
万円 万円

金融機関 理由 借入残高 年間返済額 意見
万円 万円

万円
57 万円

人件費 末 10 支払 ボーナス 6 12

常勤 非常勤

万円
常勤 非常勤 万円
常勤 非常勤

万円
常勤 非常勤 万円
常勤 非常勤

万円
常勤 非常勤 万円
常勤 非常勤

C 63 9.5 万円
児童指導員 常勤 非常勤 D 9.5 万円

万円
児童発達支援管理責任者 常勤 A 万円
児童指導員 常勤

管理者 常勤 A 46 21

非常勤 B 57 17 万円
児童指導員 常勤 非常勤

職種 雇用形態 名前 年齢 月給 意見
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１２　事業計画

１３　利用者処遇
（１）具体的な支援（療育）内容及び目的
　別紙参照

（２）支援を行うために必要となる職員の経験・有する資格など
　実際の療育の経験も豊富な社会福祉士、精神保健福祉士の資格を有する児童発達支援管理責任者（兼管理者）
　その他、教員免許資格者及び療育経験のある児童指導員の所属

（３）職員の質向上のための教育・研修計画
　療育の質向上のための事業所内での定期的な勉強会及び、積極的な外部研修の受講を促進する。

（４）感染症対策
　職員は全員毎朝の検温と健康チェックを行う。通所児童については、健康チェック及びアルコール消毒を徹底する。

（５）事故防止等の安全確保策及び発生時の対応
　事故等については、家族、協力医療機関、市町等と速やかに連絡を取り必要な措置を講ずる。非常災害については、
関係機関の通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に職員に周知するとともに定期的に避難、救出その他必要な
訓練を行う。避難マニュアルを作成し、防災計画を作成する。

（６）関係機関との連携
　必要に応じて、地域の結びつきを重視して、小中高校、障がい福祉サービス事業者、関係医療機関及び、市町等と密
に連携をとるよう努める。

（７）家族（保護者）支援
　障害種別や障害特性に応じた支援や発達段階に応じた支援、家族支援等に係る適切な技術を従業者が習得し、
　子どもの発達支援や二次障害の予防、子どもの育つ家庭での生活を支える。

（８）その他
　〇サービス提供時間について（１４時～１８時）
　学校の終了時間より早い時間設定ではあるが、保健室登校、不登校児でも「放課後等デイサービスなら通える」と感じ
る対象者も一定数存在するため、多様性をもって受け入れをしたいと考えています。

　〇開所日について（金曜日～月曜日）
　リソースとスタッフの効率的な利用。金曜日から月曜日に開所することで、リソースやスタッフを週末に集中的に配置
し、効率的に運営できるため。
　２０２１年に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針2021」において週休３日制の推進を盛り込んだ。
　個人の自由な時間を確保できる可能性が広がり、リスキングによるスキルアップなどを期待しているため。

意見

（１）事業概要
事業種別：放課後等デイサービス
利用定員：10名
営業日：金・土・日・月
営業時間・サービス提供時間：営業時間　11時～20時・サービス提供時間　14時～18時
主たる対象者：発達障害・知的障害
送迎の有無：有
協力医療機関：ちょう外科医院

意見
・記載のサービス提供時間
では，部活後の中高生が通
うのが難しいのではない
か。
・週4日の営業及び開所時
間減算に該当するが，経営
上問題ないか。

（２）開設事業に係る理念・基本方針
様々な「困り感」を抱える子どもたちと、療育を通してその困り感を本人・保護者と共有し、さらに学校・地域・医療など子
どもたちを取り巻く社会資源との連携を図りながら、社会に巣立っていくために、本人と保護者が将来的な方向性を見出
せるようにする。
常に一人一人のの子供たちの「困り感」に寄り添い、その子の段階に合わせた最善の療育を提供できるよう、グループ
全体でサポートしていく。

（３）事業内容
放課後等デイサービス
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１４　防災計画

１５　一日の流れ

月 火 水 木 金 土 日 祝
■ □ □ □ ■ ■ ■ □

1 1 時 0 0 分 ～ 時 分

1 2 時 0 0 分 ～ 1 3 時 0 0 分

1 4 時 0 0 分 ～ 1 8 時 0 0 分

2 0 時 0 0 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

※上記と異なる営業時間・サービス提供時間がある場合に記載すること。

月 火 水 木 金 土 日 祝
□ □ □ □ □ □ □ □

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

意見

営業日 営業時間 サービス提供時間

開所

休憩

療育

閉所

営業日 営業時間 サービス提供時間

11時～20時 14時～18時

意見

〇災害時の対応体制
　関係機関の通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に職員に周知するとともに定期的に避難、救出その他必要な
　訓練を行う。避難マニュアルを作成し、防災計画を作成する。
〇避難先
一次避難先：福山市立瀬戸小学校
距離，避難方法及び時間：900ｍ　自動車及び徒歩にて非難する　　避難時間１５分
二次避難先：瀬戸公民館
距離，避難方法及び時間：500ｍ　自動車及び徒歩にて非難する　　避難時間８分

〇防災計画等の作成
　避難マニュアルを作成し、児童発達支援管理責任者及び従業者への周知を徹底する。

〇避難訓練の実施計画
　年2回以上

〇その他

意見
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様式第２号－２

１　協議事項

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
■ □ 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ ■ □ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

■ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 多機能型サービス □ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

□ □ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

□ 〇 〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
□ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

※必要に応じて〇△が無い部分も記入いただく場合があります。

２　事業実施に係る動機

３　法人の概要

① ％
② ％
③ ％

４　法人の主要取引先

事　業　計　画　書 受付印

□当初 ■最終

受付印省略
作成年月日 平成35年10月30日

法人名

事業種別 放課後等デイサービス 事業所名 ウェル ギフト
開設（変更）予

定日
2023年12月1日

株式会社マイペンライ
代表者職名前 代表取締役　田川　彰子

担当者名 行政書士法人リスナッツ　行政書士　岩﨑福実 連絡先 084-924-0440

大幅な事業内容の変更　※△は生産活動を行う事業
事業所の移転
建物の構造・設備の変更

ギフトグループ内において、未就学児から中高生の子どもたちの療育を行う中で、特に放課後等デイサービスにおいて
小学生低学年から高校生までの療育をグループで同時に行うよりも、ある程度年齢の近い児童や療育の内容の近い児
童を一緒に療育するほうが、より子どもたちにとっても質の高い療育を提供できると考えました。
また、その中でも、ギフトグループにおいて、社会に巣立つ前段階にいる中高生の療育の場を必要としています。
個別の療育から集団への療育への移行のニーズや、これから社会に出ていくための準備段階としての様々な療育を提
供していきたいと考えています。
これらの療育を実現するために、中高生の時間帯にあわせた療育の時間や内容を検討し、新規事業所を立ち上げるこ
ととなりました。

主な修正点

賃借・自己所有

現在地
定員の変更 就労継続支援A型

共同生活住居の追加
上記以外

協
議
の
種
類

計画の概要
本計画書に記載が必要な項目

新規事業所の開設 共生型サービス
事業の追加 共生型サービス以外 新築予定

賃借・自己所有

新築予定

割合

法人の理念
様々な「困り感」を抱える子どもたちと、療育を通してその困り感を本人・保護者と共有し、さらに学
校・地域・医療など子どもたちを取り巻く社会資源との連携を図りながら、社会に巣立っていくため
に、本人と保護者が将来的な方向性を見出せるようにする。

設立年月日 2023年9月7日 主な修正点

法人が実施する主
な事業

放課後等デイサービス 割合 100
割合

法人の基本方針
常に一人一人のの子供たちの「困り感」に寄り添い、その子の段階に合わせた最善の療育を提供で
きるよう、グループ全体でサポートしていく。

主な修正点
下段：所在地

％ ％

上段：取引先
割合 掛取引 回収・支払の条件

日回収％ ％

日 〆 日回収

％

日 〆

日回収％ 日 〆
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５　施設の概要【平面図は７のとおり】

■

■

2 階 階 年
㎡ ㎡

2 階 ㎡
人 人 人

階 ㎡
人 人 人

階 ㎡
人 人 人

□ □ □ □ ■

６　付近図

人 同種の事業所数 事業所
利用定員合計 人

当該地域における開設事業のニーズ分析について（新規開設の場合のみ記載）
凡例
〇 …
× …
△ …
□ …

※付近図に，事業所から一次避難先及び二次避難先への避難経路を記載すること。

一次避難先までの距離 ｍ 移動手段

二次避難先までの距離 ｍ 移動手段

土
地

所在地 広島県福山市瀬戸町大字地頭分字小立2509番 用途区域 第一種中高層住居専用地域

建
物

建築面積 63 延面積

主な修正点
所有者 抵当権 あり ・都市計画法第4条第12項

に規定する「開発行為」に
該当しないため，同法第29
条第1項の開発許可は不
要。その他の法令について
は，関係部局とそれぞれ協
議致します。
・今回計画の放課後等デイ
サービスの建築基準法上
の用途は「児童福祉施設
等」に該当するが，従前の
用途から変更がないため，
建築基準法上の手続きは
不要。なお，手続きが不要
な場合であっても，建築士
等に相談し，建築基準法に
適合する計画と致します。
・防火対象物使用開始届
出書を届け出致します。

構造 木造瓦葺２階建
階層

名称 スマイルWard
所有者 抵当権 あり
用途 児童福祉施設

地上 地下 建築年 平成２８
113

②
種別
手続 使用する階 専有面積

収容人員

14 内訳 職員 4 利用者 10
①

種別 放課後等デイサービス
手続 使用する階 専有面積

専有面積
収容人員

内訳 職員 利用者

内
容

申請種別 新築 増築 用途変更 移転 その他

既に児童福祉施設として建築している既存の建物を使用する。

内訳 職員 利用者

事
業
の
概
要

収容人員
50

③
種別
手続 使用する階

主な修正点
小学校区 瀬戸 人口 8,326 6 ・近隣に所在する事業所の

従業員や指導訓練室を混
同しないよう留意致しま
す。

60

福山市内においての、西部地区における障害児通所支援事業所の全体的な事業
所数は、その他の中心部、東部、南部、北部地区に比較して少ない傾向にあり、近
隣に居住する児童のニーズが不足している状況です。

事業所
同種の事業所
一次避難先
二次避難先

900 自動車・徒歩

500 自動車・徒歩

付近図掲載せず
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７　平面図

※平面図のデータを貼付（貼付が難しい場合は，別添とすること。）
※各部屋・設備の名称及び面積を記載すること。
※敷地内に屋外遊技場等がある場合は，合わせて記載すること。

主な修正点
・指導訓練室の広さが、一
人当たり約３㎡であり、基
準を満たしています。ま
た、一度に１０名の児童を
受け入れる予定はないこと
と、体を動かすような療育
を行う予定もなく、主にソー
シャルスキルトレーニング
などを中心とした療育を予
定しているため、指導訓練
室の広さの問題はないと
考えます。

2階平面図
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８　従業員

■
■
■ □
□ ■
□ ■
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□ □

月給計
日 〆 日 月 月

９　借入金の状況

１０　必要な資金と調達方法

１１　事業の見通し 12月 1月 2月

5 6 7 10

※１　月平均利用額（１人当たり）の積算根拠

※２　給付費は，サービス提供月の翌々月に振り込まれるので留意すること（例：４月サービス提供→５月請求→６月振込）
※３　主な受注作業取引先（生産活動を行う場合に記入）

※３　主な事業所内生産品（生産活動を行う場合に記入）

円 × H × 日 × 人 ＝
円 × H × 日 × 人 ＝

※４　諸経費：消耗品，光熱水費，車両管理費，研修費，宣伝広告費，租税公課，社会保険料，レンタル料等

職種 雇用形態 名前 年齢 月給 主な修正点
万円

児童発達支援管理責任者 常勤 A 万円
児童指導員 常勤

管理者 常勤 A 46 21

非常勤 B 57 17 万円
児童指導員 常勤 非常勤 C 63 9.5 万円
児童指導員 常勤 非常勤 D 9.5 万円

万円
常勤 非常勤 万円
常勤 非常勤

万円
常勤 非常勤 万円
常勤 非常勤

万円
常勤 非常勤 万円
常勤 非常勤

主な修正点
万円 万円

万円
57 万円

人件費 末 10 支払 ボーナス 6 12

常勤 非常勤

万円 万円
万円 万円

金融機関 理由 借入残高 年間返済額

必要な資金 金額 調達方法 金額 主な修正点

設
備
資
金

土地 0 万円 補助金

150 万円
車両 0 万円

0 万円
建物 0 万円 自己資金 50 万円

借入金

１月目 ２月目 ３月目 １年後 主な修正点

合計 200 万円 合計 200 万円

設備

その他 30 万円
運転資金 170 万円

0 万円

利用者見込 Ａ 人 人 人 人
月平均利用額　※１

2 万円
（１人当たり）

万円 2 万円2 万円 2

48 万円 97 万円
諸収入 6 万円 6 万円 6
給付費　※２ 万円 万円

万円 6 万円
収入計 ① 6 万円 6 万円 54 万円

収
入

103 万円

支
出

人件費 万円 57 万円 57 万円 57 万円
旅費・交通費 0.5 万円 0.5 万円 0.5 万円 0.5 万円
賃借料 10 万円 10 万円 10 万円 10 万円

万円 1.5 万円
諸経費　※４ 10 万円 10 万円 10 万円
通信費 1.5 万円 1.5 万円 1.5

10 万円
支払元金利息 万円 万円 万円 万円

支出計② 22 万円 79 万円 79 万円 79 万円

万円 24 万円

生
産
活
動

収入　Ｂ 万円 万円

収支①-② -16 万円 -73 万円 -25

万円 万円
売上高　※３ 万円 万円 万円 万円

万円 万円 万円 万円
支出　Ｃ 万円 万円 万円 万円

万円 万円
利用者賃金 万円 万円 万円
必要経費 万円 万円

万円

放課後等デイサービス　平日604単位
　　　　　　　　　　　　　　休日721単位×開所時間減算85/100　　　※１人週１回で積算

上段：受注先
１月当たりの受注額 契約書の有無 回収・支払いの条件

下段：所在地

円
（（（Ｂ－Ｃ）／25）／8）／Ａ

最賃確保状況（Ａ型）
円 円 円

基本報酬（サービス費）＋全ての加算について記載すること

□ あり □ なし万円

万円

生産品 １時間の生産額 計算式 １月当たりの生産額
万円
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１２　事業計画

１３　利用者処遇

（１）事業概要
事業種別：放課後等デイサービス
利用定員：10名
営業日：金・土・日・月
営業時間・サービス提供時間：営業時間　10時～19時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サービス提供時間　　（平日）14時～18時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（土日）11時～13時・14時～18時
主たる対象者：発達障害・知的障害
送迎の有無：有
協力医療機関：ちょう外科医院

主な修正点
・児童が療育に来所する頻
度は、1回/月もしくは2回/
月程度が主になり、その際
には部活動は欠席してい
ただくか、土曜日日曜日に
療育に来ていただくよう対
応する予定です。また、部
活動を行っていない児童も
いるので、部活動への参
加に大きく支障はないと考
えます。
・開所時間減算にならない
ように、サービス提供時間
を変更しております。週4日
の営業でも経営上支障は
ありません。

（２）開設事業に係る理念・基本方針
様々な「困り感」を抱える子どもたちと、療育を通してその困り感を本人・保護者と共有し、さらに学校・地域・医療など子
どもたちを取り巻く社会資源との連携を図りながら、社会に巣立っていくために、本人と保護者が将来的な方向性を見出
せるようにする。
常に一人一人のの子供たちの「困り感」に寄り添い、その子の段階に合わせた最善の療育を提供できるよう、グループ
全体でサポートしていく。

（３）事業内容
放課後等デイサービス

（１）具体的な支援（療育）内容及び目的
　別紙参照

（２）支援を行うために必要となる職員の経験・有する資格など
　実際の療育の経験も豊富な社会福祉士、精神保健福祉士の資格を有する児童発達支援管理責任者（兼管理者）
　その他、教員免許資格者及び療育経験のある児童指導員の所属

（３）職員の質向上のための教育・研修計画
　療育の質向上のための事業所内での定期的な勉強会及び、積極的な外部研修の受講を促進する。

（４）感染症対策
　職員は全員毎朝の検温と健康チェックを行う。通所児童については、健康チェック及びアルコール消毒を徹底する。

（５）事故防止等の安全確保策及び発生時の対応
　事故等については、家族、協力医療機関、市町等と速やかに連絡を取り必要な措置を講ずる。非常災害については、
関係機関の通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に職員に周知するとともに定期的に避難、救出その他必要な
訓練を行う。避難マニュアルを作成し、防災計画を作成する。

（６）関係機関との連携
　必要に応じて、地域の結びつきを重視して、小中高校、障がい福祉サービス事業者、関係医療機関及び、市町等と密
に連携をとるよう努める。

（７）家族（保護者）支援
　障害種別や障害特性に応じた支援や発達段階に応じた支援、家族支援等に係る適切な技術を従業者が習得し、
　子どもの発達支援や二次障害の予防、子どもの育つ家庭での生活を支える。

（８）その他
　〇サービス提供時間について（１４時～１８時）
　学校の終了時間より早い時間設定ではあるが、保健室登校、不登校児でも「放課後等デイサービスなら通える」と感じ
る対象者も一定数存在するため、多様性をもって受け入れをしたいと考えています。

　〇開所日について（金曜日～月曜日）
　リソースとスタッフの効率的な利用。金曜日から月曜日に開所することで、リソースやスタッフを週末に集中的に配置
し、効率的に運営できるため。
　２０２１年に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針2021」において週休３日制の推進を盛り込んだ。
　個人の自由な時間を確保できる可能性が広がり、リスキングによるスキルアップなどを期待しているため。

主な修正点
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１４　防災計画

１５　一日の流れ

月 火 水 木 金 土 日 祝
■ □ □ □ ■ □ □ □

1 0 時 0 0 分 ～ 時 分

1 2 時 0 0 分 ～ 1 3 時 0 0 分

1 4 時 0 0 分 ～ 1 8 時 0 0 分

1 9 時 0 0 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

※上記と異なる営業時間・サービス提供時間がある場合に記載すること。

月 火 水 木 金 土 日 祝
□ □ □ □ □ ■ ■ □

1 0 時 0 0 分 ～ 時 分

1 1 時 0 0 分 ～ 1 3 時 0 0 分

1 3 時 0 0 分 ～ 1 4 時 0 0 分

1 4 時 0 0 分 ～ 1 8 時 0 0 分

1 9 時 0 0 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

営業日 営業時間 サービス提供時間

10時～19時 14時～18時

主な修正点

〇災害時の対応体制
　関係機関の通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に職員に周知するとともに定期的に避難、救出その他必要な
　訓練を行う。避難マニュアルを作成し、防災計画を作成する。
〇避難先
一次避難先：福山市立瀬戸小学校
距離，避難方法及び時間：900ｍ　自動車及び徒歩にて非難する　　避難時間１５分
二次避難先：瀬戸公民館
距離，避難方法及び時間：500ｍ　自動車及び徒歩にて非難する　　避難時間８分

〇防災計画等の作成
　避難マニュアルを作成し、児童発達支援管理責任者及び従業者への周知を徹底する。

〇避難訓練の実施計画
　年2回以上

〇その他

主な修正点

営業日 営業時間 サービス提供時間

開所

休憩

療育

閉所

主な修正点
開所

療育

休憩

療育

閉所

10時～19時 11時～13時・14時～18時
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別紙
13  利用者処遇

（１）具体的な支援（療育）内容及び目的

療育内容の概要
　〇個別療育　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇少人数集団療育（最大６名まで）
　・家庭や学校での困り感の相談の場　　　　　　　・個別から集団への移行、他児との集団活動
の体験
　・対人面、コミュニケーション面　　　　　　　　　 　　・異年齢、同学年、兄弟でのグループ活動
　・理解面（認知、概念、一致　等）　　　　　　　　　　・異年齢、同学年、兄弟でのグループ活動
　・生活面、余暇面への対応　　　　　　　　　　　　 　・対人面、コミュニケーション面
　※個別療育か、少人数集団療育かについてはお子様の状況、意思決定に応じて決定します
　※小集団の場所分けについては各部屋を使用し、必要に応じてパーテンションを使用します
　〇その他特色
　・長期休み等でのイベント活動
　・保護者との面談
　・他機関との連携

具体的な療育内容
　①コミュニケーションの方法を学ぶ
　　言語理解と表現能力を向上させるトレーニング、会話を聴くスキルやアクティブリスニングの
    トレーニング、場や状況に合ったアイコンタクト、適切な言葉遣い、声のトーン、予期せぬ変化
    に適応するスキルを学び、柔軟性を育む、挨拶、質問の仕方を学び、暗黙のルール、社会通
   念上の常識を学び大切な人間関係の保持の方法を知る。
　②感情認識と調整
　自分自身や他人の感情を認識し、感情を適切に表現するトレーニング
　ストレスへの向き合い方やフラストレーションを処理するトレーニング
　③自己理解と自己肯定感
　自己理解を高め、ポジティブな自己イメージを構築するトレーニング

プログラムの目標
　１、相手と自分を大切にして人間関係を築いていくためのコミュニケーション能力を養う
　２、成功体験や達成感を味わい、自己肯定感を高める
　３、自己理解を深め、自分に合った解決方法を知る

目的
〇社会に巣立っていくための療育を行う
　身に着けたスキルを実際の社会生活の中で活用できるようになることにより、社会の中で
　より良く、楽しく生きることを目的とする。
　行動の習慣のみを目的とはしません。事業所外でのスキルの発揮や、スキルを身につける
　ことで自己肯定感や対人関係への積極性の高まりを重視する。


